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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複写・

無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[無料教材]ページからYouTube動画を

ご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験教

材]ページからご覧ください。 

 
 

  



 

 

☆☆☆解答に当たっての注意事項☆☆☆ 

 ・  試験問題については、特に指示のない限り、2020年10月1日現 

在施行の法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大

震災の 被災者等に対する各種特例等については考慮しないもの

とします。   

 ・  次の各問について答えを1つ選び、その番号を解答用紙にマーク

してください。   

  



【第1問】下記の(問1)、(問2)について解答しなさい。  

問1  
ファイナンシャル・プランニング業務を行うに当たっては、関連業法

を順守することが重要である。 ファイナンシャル・プランナー(以下

「FP」という)の行為に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれ

か。  

 

1.投資助言・代理業の登録をしていないFPが、顧客と投資顧問契約を

締結し、当該契約に基づいて 特定の上場株式の投資判断について助言

をした。  

 

2.税理士資格を有していないFPが、参加費無料の相談会において、相

談者の持参した資料に基づき、 相談者が納付すべき相続税の具体的な

税額計算を行った。  

 

3.生命保険募集人・保険仲立人の登録を受けていないFPが、変額年金

保険の一般的な商品内容について説明を行った。  

  



【答え】 

1．不適切 

金融商品取引業者として登録を受けていないFPは、投資助言・ 代理
業・投資運用業を行ってはいけない。また、有価証券など のポートフ
ォリオのプランニングすることもできません。 投資判断の前提となる
基礎資料となる景気動向や企業業績など を知らせるだけでは投資判断
の助言とはなりません。 

 

 

2．不適切 

税理士資格を持たないFPは、具体的な税務相談や税務書類の作成を行
ってはいけません。また、有償・無償にかかわらず税務 相談を行うこ
とができませんが、仮の事例や、一般的な税法の 解説は行うことがで
きます。 

 

 

3．適切 

生命保険募集人の登録をしていない者は、保険の募集や勧誘をしては

いけません。 

将来の必要保障額の試算や保険の見直しをすることは制限されていま

せん。よって、募集人の登録をしていない FP であっても行うことがで

きます。 
 

 

  



問2  
下記は、住吉家のキャッシュフロー表(一部抜粋)である。このキャッ

シュフロー表の空欄(ア)~ (ウ)に入る数値として、誤っているものは

どれか。なお、計算過程においては端数処理をせず計算し、  

 計算結果については万円未満を四捨五入すること。 

 
※年齢および金融資産残高は各年12月31日現在のものとし、2020年を

基準年とする。  

※給与収入は可処分所得で記載している。  

※記載されている数値は正しいものとする。 ※問題作成の都合上、一

部を空欄にしてある。  

 

1.空欄(ア):257  

2.空欄(イ):47  

3.空欄(ウ):591  

 

  



【答え】 

１．適切 

複利計算の問題です。 

『1年複利計算の計算式』 

元金×(1+利率÷100)N年数乗 

キャッシュフロー表の将来の予定額は、現在の価額に変動率を加味し

て求めます。住吉家の基本生活費242万円は変動率が2%・3年間の複利

計算をした金額となります。 

なお、少数点以下は四捨五入します。（単位；万円） 

 

・3年後の基本生活費 

242万円×(1+2÷100)3乗=256.8123→(ア)257万円 

 

２．適切 

空欄(イ)は 1 年後の年間収支です。 

年間収支＝収入合計－支出合計 

住吉家のキャッシュフロー表より 1 年後の収入合計 510万円、支出合

計が 463万円です。 

 

・1年後年間収支=510万円-463万円=(イ)47万円 

 

３．不適切 

金融資産残高は、前年の金融資産残高に変動率による増加分を加え、

その年の年間収支を加減して求めます。 

 

金融資産残高＝前年の金融資産残高×変動率＋その年の年間収支 

なお、少数点以下は四捨五入します。（単位；万円） 

(前年の金融資産残高 576 万円、変動率 1％) 

 

・4年後の金融資産残高=576万円×(1+1÷100)+15万円=596.76 

→(ウ)597万円 

 

  



【第2問】下記の(問3)、(問4)について解答しなさい。  

問3  
下記<資料>に基づくSX株式会社の投資指標に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 なお、購入時の手数料および税金は考慮

しないこととする。  

 

<資料>  

 
 

1.株価収益率(PER)で比較した場合、SX株式会社の株価は日経平均採用

銘柄の平均(予想ベース)より割安である。  

 

2.株価純資産倍率(PBR)で比較した場合、SX株式会社の株価は東京証券

取引所市場第1部(東証1部)全銘柄の平均より割安である。  

 

3.配当利回りで比較した場合、SX株式会社の配当利回りはジャスダッ

ク全銘柄の平均(予想ベース) より低い。  

  



【答え】 

１．適切 

PER（株価収益率）＝「株価÷1 株当たり当期純利益」 

 

・SX社のPER=2,150÷230円=9.347…倍 

・日経平均採用銘柄のPER(予想ベース) 資料より=23.05倍 

  

PERが低いほど割安となります。 

 

したがってSX社の方が割安となります。 

 

 

2．適切 

PBR(株価純資産倍率)=株価÷1株当たりの純資産 

 

・SX社のPBR=2,150円÷2,500円=0.86倍 

・東証一部全銘柄のPBR 資料から=1.22 

 

PBRが低いほど割安となります。 

 

したがって、SX社の方が割安となります。 

 

 

3．不適切 

配当利回り(%)=1株当たり配当金÷株価×100 

 

・SX社の配当利回り=100円÷2,150円×100=4.65...% 

 

・ジャスダック全銘柄の配当利回り 資料から=1.83% 

 

したがって、SX社の方が高利回りとなります。 

 

  



問4  
下記<資料>は、HXファンドの販売用資料(一部抜粋)である。この投資

信託に関する次の記述の うち、最も適切なものはどれか。  

 

<資料>  

 
 

1.HXファンドは、国内および海外の資産を投資対象としている。  

 

2.HXファンドは、NISA(少額投資非課税制度)口座で購入することはで

きない。  

 

3.HXファンドを購入する際、投資家が支払う購入代金は 

「

基準価額!万口当たり

	!万口
×購入口数+購入時手数料(税込)+運用管理費用

(税込)」である。  

  



【答え】 

１．適切 

投資信託協会では、投資対象地域を国内・海外・内外の3つに区分され

ています。 

内外とは、国内と海外に投資していることを表します。 

 
 

２．不適切 

国債や公社債・公社債投資信託は対象外ですが、株式やREITと債券を

組み合わせたバランス型の投資信託はNISAの対象となります。 

 

3．不適切 

運用管理費用 (信託報酬)は、投資信託を保有期間中に発生する費用で

す。購入時には、発生したいため計算式に含みません。 

投資家が支払う購入代金=

基準価額!万口当たり

	!万口
×購入口数+購入時手数

料(税込) 

  



【第3問】下記の(問5)、(問6)について解答しなさい。  

問5  
建築基準法に従い、下記<資料>の土地に建築物を建築する場合、その

土地に対する建築物の建築面積の最高限度として、正しいものはどれ

か。なお、記載のない条件については一切考慮しないこととする。  

 

<資料>  

 
 

1. 240m2  

 

2. 1,200m2  

 

3. 1,440m2  

 

 

  



【答え】 

 

『計算式』 

建築面積の上限=敷地面積×建ぺい率 

 

・資料から 

敷地面積=300㎡ 

指定建ぺい率=80% 

 

 

建築面積の上限=300㎡×80%=240㎡ 

 

したがって、正解は1 

 

 



問 6  
建築基準法の用途制限に従い、下表の用途地域において建築可能な建

築物の組み合わせとして、正しいものはどれか。  

 

 
 

1.(ア)  

2.(イ)  

3.(ウ)  

 

 

  



【答え】 

●用途地域 

建築できる建物の種類や用途の制限を定めたルールのことで、都市計

画法では「住居系」「商業系」「工業系」に区分します。建築基準法

では、用途地域に応じて建築できるものと、できないものを具体的に

定めています。これを用途制限と言います。 

※1つの敷地に2つの用途地域にまたがる場合は、面積の大きい方の用

途地域の制限を受けます。 

 

 

 
※国土交通省 HP参照 
http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/kanko/area_ree/youto_seigen.pdf 
 
 
  



１．不適切 

第1種低層住居専用地域は、12種類の用途地域で最も厳しい規制がかけ

られます。 

 

小学校は建設可能ですが、病院は建築不可となりますので、不適切と

なります。 

 

 

２．適切 

商業地域では、工場や危険物取扱施設を除き、カラオケボックスやパ

チンコ店など、ほぼ全ての商業施設が建築可能です。 

 

 

３．不適切 

工業地域では、住宅・共同住宅は建築可能ですが、ホテルや旅館は建

設不可です。 

(準工業地域では、住宅・共同住宅やホテル・旅館も建築可能です) 

 

  



【第4問】下記の(問7)〜(問9)について解答しなさい。  

問7  
露木忠則さんが加入している生命保険(下記<資料>参照)の保障内容に

関する次の記述の空欄(ア) にあてはまる金額として、正しいものはど

れか。なお、保険契約は有効に継続しているものとし、特約は自動更

新されているものとする。また、忠則さんはこれまでに<資料>の保険

から保険金および給付金を一度も受け取っていないものとする。  

<資料>  

 

 
1. 515万円  2. 520万円  3. 524万円   



【答え】 

保険証券の契約内容を確認し、対象となる保険金額をすべて足しま

す。 

・定期保険特約付終身保険 

・契約期間は終身 

 

◆ガンで入院・手術した場合 

・定期疾病保障定期保険特約保険金額：500万円 

・疾病入院特約 

・成人病入院特約 

 

『備考』  

※特定(三大)疾病保障特約：脳卒中・ガン・急性心筋梗塞 

※成人病入院特約：ガン・脳血管疾患・心臓疾患・高血圧性疾患・糖

尿病 

 

 

『ポイント』 

・疾病入院特約と成人病入院特約は入院 5 日目から支給されます。 

・本問では 14日入院していますので、14日-4日=10 日間が支給対象 

期間となります。 

・がんは手術 1回 20倍となります。 

 

 

『計算式』 

特定疾病保障定期保険特約 500万円+疾病入院特約 5,000円×(14日-4

日)+手術給付金 5,000円×20倍+成人疾病入院特約 5,000円×(14日-4

日)=520万円 

 

 

したがって正解は、２.    ５2０万円 

 

  



問8  
浅田和久さんが2020年中に支払った生命保険の保険料は下記<資料>の

とおりである。この場合の和久さんの2020年分の所得税の計算におけ

る生命保険料控除の金額として、正しいものはどれか。 なお、下記<

資料>の保険について、これまでに契約内容の変更はないものとする。

また、2020年分の生命保険料控除額が最も多くなるように計算するこ

と。  

<資料>  

 

 
1. 34,580円  

2. 40,000円  

3. 60,180円  

 

 

  



【答え】 

定期保険の保険料は、一般の生命保険料の対象 

がん保険の保険料は、介護医療保険料控除の対象となります。 

 

・一般生命保険料控除「2020 年の年間支払保険料：58,320円」 

・介護保険料控除「2020 年の年間支払保険料：31,200円」

 
 

 

一般の生命保険料控除=58,320円×1/4+20,000円=34,580円 

介護医療保険料控除=31,200円×1/2+10,000円=25,600円 

 

控除額の合計=34,580円+25,600円=60,180円 

 

したがって正解は、3 

  



問9  
横川昭二さんが契約している普通傷害保険(個人賠償責任特約付帯)の

内容は下記<資料(一部抜粋)>のとおりである。次の記述のうち、保険

金の支払い対象となるものはどれか。なお、いずれも保険期間中に発

生したものであり、<資料>に記載のない事項については一切考慮しな

いこととする。  

<資料(一部抜粋)>  

 
1.昭二さんが徒歩で通勤する途中に他人の運転する車にはねられて死

亡した場合。  

 

2.昭二さんが自動車を運転中に、誤って歩行者に接触し、ケガをさせ

たことにより法律上の損害賠償責任を負った場合。  

 

3.昭二さんが地震により倒れてきた家財で肩を打撲し、通院した場

合。 

  



【答え】 

１．支払対象 

普通傷害保険（傷害保険の基本型） 

  国内外を問わず、日常生活での急激、偶然、外来の事故による損

害が補償対象です。 

  ※業務中の傷害も補償の対象となります。 

  ※病気や細菌性食中毒は対象外 

 

本問において、 

通勤中のケガや死亡についても、偶然かつ急激な外来の事故として補

償対象となります。 

 

２．支払対象外 

個人賠償責任保険は、日常生活における偶然な事故で、他人にケガを

させたり、他人の物を壊したりしたことで、法律上の賠償責任を負っ

た場合、保険金が支払われます。 

1世帯の1人が加入すれば、家族全員が保障されます。 

 

本問において、 

個人賠償責任特約は、自転車を運転中に他人に怪我をさせた場合、補

償対象外となります。 

自転車を運転中に他人にケガをさせた場合に備える保険は、自賠責保

険や対物賠償保険となります。 

 

３．支払対象外 

地震を原因とするケガや死亡は、普通障害保険の補償対象外となりま

す。ただし、特約を付ければ保証される保険もあります。 

 

したがって正解は 1 

 

  



【第5問】下記の(問10)、(問11)について解答しなさい。  

問10  
西里さんは、2020年7月に新築のアパートを購入し、新たに不動産賃貸

業を開始した。購入したアパートの建物部分の情報は下記<資料>のと

おりである。西里さんの2020年分の所得税における 不動産所得の金額

の計算上、必要経費に算入する減価償却費の金額として、正しいもの

はどれか。  

 

<資料>  

 
 

 
 

1. 825,000円  

2. 1,612,500円  

3. 1,650,000円  

 

 

  



【答え】 

新たに建物を取得した場合、減価償却費の方法は定額法しか認められ

ていません。 

(以前までは定額法と定率法を選択できました) 

 

『計算式』 

減価償却費=取得価額×償却率×事業供用月数/12ヶ月 

 

・取得価額 7,500万円 

・定額率の償却率 0.022 

・事業共用月数 6ヶ月の建物 

 

建物の減価償却費=7,500万円×0.022×6/12=82.5万円 

 

したがって、正解は 1 

 

  



問11  
長谷川さんは、自宅として所有している土地と建物を2021年中に譲渡

する予定である。長谷川さんの土地と建物の譲渡に係る所得税の計算

に関する次の記述の空欄(ア)〜(ウ)にあてはまる語句の組み合わせと

して、正しいものはどれか。  

 

・ 土地と建物などの譲渡による所得は( ア )所得として( イ )課税の

対象となる。  

 

・ 土地と建物などの( ア )所得の金額は原則として、「譲渡価額-取

得費-( ウ )」として計算する。  

 

 

1.(ア)譲渡 (イ)総合 (ウ)必要経費  

2.(ア)不動産 (イ)総合 (ウ)必要経費  

3.(ア)譲渡 (イ)分離 (ウ)譲渡費用  

  



【答え】 

譲渡所得は、土地、建物、株式等、ゴルフ会員権、書画、骨董など

の資産を売却することによって生じる所得のことを言います。 

譲渡所得は原則として総合課税ですが、不動産や株式等による譲渡

所得は例外的に分離課税されます。 

また、株式でない資産は所有期間によって長期譲渡所得と短期譲渡

所得に区分されます。 

 

・不動産や株式でないものの譲渡所得（総合所得） 

 

計算式 

譲渡所得の金額＝総収入金額（譲渡価格）－（取得費＋譲渡費用）

－特別控除額（最高50万円） 

 

 

本問において 
・ 土地と建物などの譲渡による所得は( ア 譲渡 )所得として( イ 分

離 )課税の対象となる。  

 

・ 土地と建物などの( ア 譲渡 )所得の金額は原則として、「譲渡価

額-取得費-( ウ 譲渡費用 )」として計算する。 

 

したがって正解は、3 

  



【第6問】下記の(問12)〜(問14)について解答しなさい。  

問12  
細川由美さん(55歳)は、相続税の計算における遺産に係る基礎控除額

について、FPで税理士でもある千田さんに相談をした。この相談に対

する千田さんの回答の空欄(ア)、(イ)にあてはまる数値 の組み合わせ

として、正しいものはどれか。  

 

[千田さんの回答]  

「相続税の計算に当たっては、同一の被相続人から相続または遺贈に

より財産を取得したすべての者に係る相続税の課税価格の合計額から

遺産に係る基礎控除額を控除します。この遺産に係る基礎控除額は、

『( ア )万円+( イ )万円×法定相続人の数』の算式によって計算した

額となります。」  

 

 

1.(ア)2,500 (イ) 500  

2.(ア)3,000 (イ) 600  

3.(ア)5,000 (イ)1,000  

 

  



【答え】 

基礎控除額は法定相続人の数で決まります。 

 

『相続税の基礎控除の計算式』 

＝3,000万円＋600万円×法定相続人の数 

 

[千田さんの回答]  

「相続税の計算に当たっては、同一の被相続人から相続または遺贈に

より財産を取得したすべての 者に係る相続税の課税価格の合計額から

遺産に係る基礎控除額を控除します。この遺産に係る基礎 控除額は、

『( ア 3,000万円 )万円+( イ 600万円 )万円×法定相続人の数』の算

式によって計算した額となり ます。」  

 

したがって、正解は2 

 

  



問13  
宇野仁志さん(80歳)は、将来発生するであろう自身の相続について、

遺産分割等でのトラブルを防ぐために遺言書の作成を検討しており、

FPの青山さんに相談をした。遺言書に関する青山さんの次の説明のう

ち、最も適切なものはどれか。  

 

1.「公正証書遺言を作成した後に、自筆証書遺言によって、先に作成

した公正証書遺言を撤回することができます。」  

 

2.「公正証書遺言を作成した場合、相続発生後、遺言書の保管者また

は相続人が家庭裁判所にその検認を請求することが必要です。」  

 

3.「自筆証書遺言を作成する場合、遺言者と2人以上の証人が、各自こ

れに署名し、押印をすること が必要です。」  

 

 

  



【答え】 

１．適切 

遺言の撤回は、遺言書の形式に関わらず可能です。 

日付が新しいものが有効になるので、後の遺言で前の遺言を撤回した

とみなされます。 

 

２．不適切 

[遺言の種類] 遺言(普通方遺言)には、3 種類あります。  

 作成方法  証人  
検認

※  

自筆証書

遺言  

遺言者が遺言の、全文、日付、氏名を自書

し押印する。遺言の全文は手書きで書 

く必要ありましたが、法改正により財産目

録に関してはパソコン等での作成も認めら

れるようになりました。  

不要  必要  

公正証書

遺言  

公証人 2名以上の立会いの もと、遺言者

が口述し、 公証人が筆記する。  
2 人以上  不要  

秘密証書

遺言  

遺言者が遺言書を作成し、署名押印し、封

印。公証人が日付等を記入する。パソコン

や代筆も可能。  

2 人以上  必要  

※検認とは、遺言書の偽造等を防止するための手続きで家庭裁判所が

遺言書の内容を確認します。  

※自筆証書遺言は、自筆証書遺言保管制度を利用し、法務局に保管し

た場合は検認不要となります。(法改正 2020 年 7月) 

※法務局に保管した自筆証書遺言や公正証書遺言は検認不要です。 

※自宅等に保管した自筆証書遺言や秘密証書遺言は検認が必要です。 

 

３．不適切 

自筆証書遺言は、証人は不要です。 
公正証書遺言と秘密証書遺言は、作成時に2名以上の証人の立ち合いが

必要です。 

  



問14  
下記<資料>の宅地の借地権(普通借地権)について、路線価方式による

相続税評価額として、正しいものはどれか。なお、奥行価格補正率は

1.0とし、記載のない条件については一切考慮しないこととする。 

  

<資料>  

 
 

 

1. 18,900千円  

 

2. 44,100千円  

 

3. 63,000千円  

 

 

 

  



【答え】 

宅地とは、建物の敷地として用いられる土地をいい、宅地は自用地、

借地権、貸宅地、貸家建付地の4つに分類されます。  

 
区分  計算式  

自用地  
自用地評価額=  

路線価×奥行価格補正率×地積  
→土地の所有者が自己で使用し 

ている土地 

借地権  
借地権評価額=  

自用地評価額×借地権割合  
→借地権が設定されている土地 

を借りて使用する権利 

貸宅地  
貸宅地評価額=  

自用地評価額×(1-借地権割合)  
→借地権が設定されている宅地 

を貸宅地といいます。 

貸家建付地  貸家建付地評価額=  

自用地評価額×(1-借地権割合× 借家権

割合×賃貸割合)  

→自己所有の土地に自己所有の

貸家が建っていること。 

 

資料の210Cとは、路線価210千円で、借地権割合C区分(70%)であること

を示しています。 

 

宅地の自用地評価額=路線価×奥行価格補正率×地積(敷地面積) 

宅地の自用地評価額=210千円×1.0×300㎡=63,000千円 

 

借地権評価額=自用地評価額×借地権割合 

借地権評価額=210千円×1.0×300㎡×70% 

      =63,000千円×70% 

            =44,100千円 

 

したがって、正解は2 

 

  



【第7問】下記の(問15)〜(問20)について解答しなさい。  

 
 

 

 

  



問15  
FPの馬場さんは、資金計画どおりにマンションを購入した後の橋口家

のバランスシートを作成した。 下表の空欄(ア)にあてはまる金額とし

て、正しいものはどれか。なお、<設例>に記載のあるデータに基づい

て解答することとし、記載のないデータについては一切考慮しないこ

ととする。  

 

 
 

1. 270(万円)  

2. 670(万円)  

3. 870(万円)  

 

 

  



【答え】 

「計算式」 

純資産額=総資産額-総負債額 

 

〈資産〉 

普通預金 100万円 

定期預金 250万円→50万円(200万円はマンション頭金) 

投資信託 100万円 

生命保険 20万円 

マンション 2,400万円 

総資産額 100万円+50万円+100万円+20万円+2,400万円 

=2,670万円 

 

〈負債〉 

住宅ローン 2,000万円 

総負債額 2,000万円 

 

純資産額=2,670万円-2,000万円=670万円 

 

したがって、正解 2 

 

  



問16  
翔太さんは、今後15年間で毎年20万円ずつ積立貯蓄をし、将来の生活

費の準備をしたいと考えている。積立期間中に年利2.0%で複利運用で

きるものとした場合、15年後の積立金額として、正しいものはどれ

か。なお、下記<資料>の3つの係数の中から最も適切な係数を選択して

計算し、解答に当たっては、千円未満を四捨五入すること。また、税

金や記載のない事項については一切考慮しないこととする。  

 

 
 

1. 4,038,000円  

2. 3,459,000円  

3. 2,570,000円  

 

 

 

  



【答え】 

積立運用の将来金額を求める時に使用する係数は年金終価係数です。 

 

●年金終価係数 

毎年一定額を積立てた場合の一定期間(n年)後の元利合計を求める。 

  

 
 

年利2％で毎年20万円を1５年間積み立てた場合の15年後の額を求め

る。 

 

20万円×17.293=3,458,600円→3,459,000円(千円未満を四捨五入) 

 

したがって、正解は2 

 

  

0
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現在(元本) 2年後 3年後 ｎ年後

年⾦終価係数

元本 × ⼀定額

⼀定額（例：20万円）積⽴ 積⽴た元利合計



問17  
翔太さんと桃子さんは、教育資金が不足した場合を考え、日本政策金

融公庫の教育一般貸付(国の教育ローン)について、FPの馬場さんに質

問をした。次の記述の空欄(ア)〜(ウ)にあてはまる数値 または語句の

組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、記載のない事項につ

いては、一切考慮しないこととする。  

 

 
 

1.(ア)変動 (イ)350 (ウ)450  

 

2.(ア)固定 (イ)350 (ウ)450  

 

3.(ア)固定 (イ)450 (ウ)550  

 

 

  



【答え】 

・日本政策金融公庫の教育一般貸付の融資金利は固定金利の商品で

す。 

・融資限度額は、学生・生徒1人につき350万円 

・以下の要件を満たす場合は、融資限度額が450万円となります。 

 

対象者 融資限度額 

1自宅外通学  

2修業年限 5 年以上の大学(昼間部)  

3大学院に該当する人  

4海外留学(修業年限3ヶ月以上の外国教育施

設に留学する場合)  

450 万円  

※国の教育ローンである教育一般貸付の上限450万円は、以前までは海

外留学のみが対象でしたが、以下に該当する人も上限 450 万円になり

ました。  

 

 

本問 

国の教育ローンは、日本政策金融公庫で取り扱う( ア 固定 )金利型の

公的な融資制度である。子ども1人につき( イ 350  )万円まで借り入

れることが可能である。また、一定の要件を満たす海外留学などに該

当する場合には上限( ウ 450 )万円まで借り入れることが可能であ

る。借入れに当たり、世帯年収の上限が設定されている。 

 

 

 

  



問18  
翔太さんは、個人型確定拠出年金(以下「iDeCo」という)について、FP

の馬場さんに質問をした。iDeCoに関する馬場さんの次の説明のうち、

最も不適切なものはどれか。  

 

1.「iDeCoに加入した場合、支払った掛金は、小規模企業共済等掛金控

除として税額控除の対象となります。」  

 

2.「iDeCoの年金資産は、原則として60歳になるまで引き出すことがで

きません。」  

 

3.「国民年金の第3号被保険者である桃子さんは、iDeCoの加入対象者

となります。」  

 

 

 

  



【答え】 

１．不適切 

iDeCoの掛金は小規模企業共済掛金控除の対象となりますが、小規模企

業共済等掛金控除は税額控除ではなく所得控除となります。 

 

「備考」 

税額控除→税額から直接引くことができるので、節税効果が高い。 

所得控除→控除は14種類あり、それぞれ差し引ける金額が異なる。 

 

２．適切 

確定拠出年金の加入対象者は60歳未満で、通算の加入期間が10年以上

ある人は60歳以降、老齢給付を受けられます。 

原則60歳になるまでは引き出すことができません。 

 

 

３．適切 

iDeCoの対象者は60歳未満の公的年金の加入者なので、国民年金の第3

号被保険者はiDeCoの加入対象者となります。 

 

  



問19  
翔太さんは、会社の定期健康診断で異常を指摘され、2020年12月に2週

間ほど入院をして治療を受けた。その際の病院への支払いが高額であ

ったため、翔太さんは健康保険の高額療養費制度によって払戻しを受

けたいと考え、FPの馬場さんに相談をした。翔太さんの2020年12月の

保険診療に係る総医療費が100万円であった場合、高額療養費制度によ

り払戻しを受けることができる金額として、正しいものはどれか。な

お、翔太さんは全国健康保険協会管掌健康保険(協会けんぽ)の被保険

者で、標準報酬月額は「36万円」である。また、翔太さんは限度額適

用認定証を病院に提出していないものとする。  

 

 
 

 

1. 87,430円  

 

2. 212,570円  

 

3. 272,570円  

 

 

  



【答え】 

高額療養費は月間の医療費の自己負担額が一か月に一定額を超えた場

合、その超過額について請求すれば、あとで健康保険から支給され

ます 

 

・翔太さんの総医療費100万円・標準報酬月額36万円 

 

自己負担限度額=80,100円+(1,000,000円-267,000円)×1% 

=87,430円 

 

・総医療費が100万円の場合、自己負担額は3割の30万円となります。 

 

・高額療養費=300,000円-87,430円=212,570円 

 

したがって正解は2 

 

 

「備考」 

問題文の限度額適用認定所とは、医療費の窓口負担額が自己負担限度

額までとなり、高額な医療費を一時的に立て替える必要がなくなり、

窓口軽減されます。 

 

 

  



問20  
桃子さんの妹の三上恵子さんは会社員であるが出産を間近に控えてお

り、現在産前産後休業を取得中である。産前産後休業期間中の社会保

険料の取扱いに関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 な

お、恵子さんは、全国健康保険協会管掌健康保険(協会けんぽ)の被保

険者であり、かつ厚生年金保険の被保険者である。  

 

1.事業主が申出を行った場合、被保険者負担分のみ免除される。  

 

2.事業主が申出を行った場合、事業主負担分のみ免除される。  

 

3.事業主が申出を行った場合、被保険者負担分および事業主負担分が

免除される。  

 

 

 

  



【答え】 

産前産後休業保険料免除制度 

産前産後休業保険料免除制度とは、産前産後休業期間中（産前42日

（多胎妊娠は98日）、産後56日のうち、妊娠・出産を理由として労務

に従事しなかった期間）の社会保険料（健康保険・厚生年金保険）が

免除される制度です。 

 

労働者側だけでなく、事業者側の負担する社会保険料も免除されま

す。 

 

従業員は社会保険料の支払いが免除されても将来受け取れる年金の減

額や被保険者資格の変更・喪失もされません。 

 

申請後は産休・育休を含めて、免除期間が設けられ、産休中の雇用保

険料は発生しませんが、住民税は免除とならないため、産前産後休業

期間中に給与が発生する場合は注意が必要です。 

 

対象者は産前産後休業を取得する女性に限られ、育児休業中の男性は

対象外となります。 

 

 

したがって正解は 3 

 

 

 

 

 

(終) 

 


